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序．はじめに
日本において犬・猫は、「動物の愛護及び管理に関する法律」による行
政の引取り義務制度を利用して不要品として引き取られるか、もしくは、
道路、公園その他の公共の場所において徘徊していた時に、同法もしくは
「狂犬病予防法」に基づいて捕獲・収容されるか、または親切な拾得者を
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介して行政に引き取られるかした後、一定の猶予期間を経ても所有者に返
還、または新たな所有者へ譲渡されなかった場合に殺処分される。日本の
犬・猫の行政殺処分の現状は以下の表が示すとおりである。
上の表が示す、平成21年度の全国殺処分総数241，441頭、という数字を
どう評価するべきなのだろうか。一つは、①過去の実績との比較からその
増減で評価することができるだろう。あるいは、②諸外国における殺処分
の現状との比較から評価の指標が得られるかもしれない。①で評価を行う
ならば、所有者からの求めに応じて、引き取り、処分することを都道府県
等に課した「犬・猫の行政引取り義務制度」が開始された1974年当時の殺
処分数が約120
(１)
万頭であったことと比較すれば、35年間で約５分の１にま
で減少したとして、高く評価することも可能かもしれない。また、②につ
いて言えば、例えば、アメリカでの犬の行政殺処分数が年間300～400万
頭、イギリスが年間約6，000頭と言われて
(２)
いる。一方で、ドイツは、そも
そも行政の引取り制度が存在しないため、行政殺処分数はゼロで
(３)
ある。こ
(１)『平成23年版環境・循環型社会・生物多様性白書』296頁「図５-３-２全国の犬
猫の引取り数の推移」を参照。
(２) アメリカの数値は、USA Today紙2007年８月12日掲載 ?Merits of no-kill
 
shelters questioned”の記事により参照。イギリスの数値は、イギリスの動物保護
団体 Dogs Trustの『Stray Dog Survey2010』12頁の統計を参照。
（3) 例外はある。狂犬病の発症が確認された犬猫の殺処分は行われる。
表１ 犬・ねこの引取り及び負傷動物の収容状況 （頭数)
引取り
引取り数 処分数
返還・譲渡数 殺処分数
負傷動物収容
収容数 処分数
返還・譲渡数 殺処分数 殺処分総数
犬 93，807 32，944 64，061 2，068 612 1，857
ねこ 177，785 10，621 165，771 10，974 809 9，752
合計 271，592 43，565 229，832 13，042 1，421 11，609 241，441
出典：環境省自然環境局動物愛護管理室 平成21年度統計
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れらの数字との比較で日本の殺処分の多少はよく議論されるところであ
る。確かに一定の指標を我々に与えてくれる。しかし、数字の増減、また
は大小だけで評価して良いのかという論点もあるだろう。問題にすべき
は、その数字が社会的に妥当性や許容性があるのかどうかという点であ
る。その判断のためには、殺処分に至るまでの要因を考察することから始
める必要があるだろう。
一つの要因は、所有者不明であることがあげられる。日本の狂犬病予防
法では、犬の所有者は、登録鑑札と狂犬病予防注射済票を犬に着けておく
ことが義務づけられており、それらを着けていない犬を行政は捕獲・抑留
し、所有者が確定されない場合、行政はそれらの犬を狂犬病の発症の有無
に拘らず、処分することができるとされている。かつての日本は、いわゆ
る野犬が多く、それらの殆どが狂犬病予防法の定める措置に照らして捕
獲・抑留され、その多くが、所有者不明として殺処分された。現在、狂犬
病は撲滅され、野犬の数も格段に少なくなっているが、迷い犬・迷い猫と
して捕獲され、或いは持ち込まれて、所有者が不明であるという事態のみ
での犬・猫の殺処分は行われている。
もう一つは、行政の引取り義務制度の利用者から推定される要因であ
る。この利用者は、生産・流通業者か、消費者である個人である。生産・
流通業者が当該制度を利用する動機として、①供給過多、もしくは倒産等
により流通が滞ったことによる売れ残り商品としての廃棄希望であり、ま
た、消費者の場合は、②様々な個人的理由による不要物としての廃棄希望
である。①と②のいずれの要因も、社会経済活動における一般的な消費財
に対する廃棄処分の動機と変わることはない。
行政が、犬・猫を殺処分するには、まず、所有者が不明であること、も
しくは所有者に廃棄の意思があることのどちらかの要件を満たし、さら
に、一定期間後においても所有者が不定のままであるという要件を満たせ
ば、犬・猫は自動的に殺処分される。これだけの要件でいとも簡単に行わ
れる“殺処分”という行政行為の法的正当性、社会的妥当性とは、何処に
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求められるのだろうか。まずは本稿において、行政殺処分の法的根拠とそ
の法的正当性について検討を行う。さらに、行政殺処分の社会的妥当性に
対する検証作業が必要になるが、そのためには、犬・猫が一般的な消費財
と同等に生産・流通・消費という経路を辿って、最終的に廃棄に辿り着く
という過程が、社会的に妥当なのかという議論が必要になるでだろう。筆
者の問題関心の核心もそこにあるのだが、その点については、次稿の検討
課題とする。
第一章 行政殺処分の根拠法
日本の行政殺処分に関わる法律上の中心的規定は、1950年制定の「狂犬
病予防法」と、1973年制定の「動物の保護及び管理に関する法律」に求め
られる。この二法とその改正法について立法趣旨と主な内容について整理
を行う。
第一節 ?狂犬病予防法」の概要
?狂犬病予防法」は、「狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止し、及
びこれを撲滅することにより、公衆衛生の向上及び公共の福祉の増進を図
ることを目的」とし、1950年に制定された。対象となる動物は犬である
が、当該法の一部（輸出入検疫、狂犬病発生時の届出義務・隔離義務等）が
適用されるそのほかの動物として、「狂犬病予防法施行令（昭和28年８月31
日政令第236号）」により猫、あらいぐま、きつね及びスカンクが指定され
ている。なお、牛、馬、めん羊、山羊、豚といった産業動物の狂犬病に関
しては「家畜伝染病予防法」によって規定されている。
狂
(４)
犬病は、ヒトを含めた全てのほ乳類に感染するウィルス性の感染症で
（４) ?感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」において、狂犬
病は、動物またはその死体、飲食物、衣類、寝具その他の物件を介して人に感染す
る４類感染症に区分される。「東京都感染症マニュアル（平成18年12月15日改定
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あるが、「狂犬病予防法」によって、特に犬に対する防疫策が強化されて
いる。その理由は、当該法制定当時の狂犬病死亡者数30人の感染経路が狂
犬病ウィルスに感染した犬の咬傷事故によるためであり、また、当時、野
犬の頭数が150万頭と推定され、犬の繫留・予防接種、野犬の捕捉によっ
て、咬傷による感染の蔓延を防ぐことを急務としたためで
(５)
ある。かつて、
犬の狂犬病防疫対策は、旧「家畜伝染病予防法（大正11年４月10日法律第29
号）」により対処されていたが、畜産の振興を目的とする家畜防疫と公衆
衛生の向上を目的とする狂犬病防疫とは立法上わけるべきとの
(６)
議論がなさ
れ、農林水産省所管の「家畜伝染病予防法」と分離され、厚生省所管法律
として1950年８月26日に法律247号により公布、即日施行された。
具体的な防疫の措置として「狂犬病予防法」は、通常措置と、狂犬病発
生時の措置とに分けて規定を行っている。前者については、犬の所有者に
対する登録義務（第４条）・予防注射義務（第５条）、鑑札と予防注射済証
を犬に着けておく義務（第４条３項・第５条３項）が規定され、また、都道
府県知事により狂犬病予防員として任命される獣医師（第３条）に対して
は、登録を受けず、若しくは鑑札を着けず、または予防注射を受けず、若
しくは注射済票を着けていない犬があると認めたときの抑留を義務付けて
いる（第６条１項）。さらに、予防員は、犬を抑留した際に、所有者の知れ
ている犬についてはその所有者に犬を引き取るべき旨を通知し、所有者の
知れていない犬については管轄の市町村長にその旨を通知する義務を負う
（第６条７項）。その市町村長は、通知を受けた際、その旨を二日間公示し
版）」によれば、通常、ヒトからヒトに感染することはなく、媒介動物の咬傷で感
染する。発病後の特異的な治療法はなく、発病した場合、予後は不良で、ほぼ100
％死亡するとされている。
(５) 第８回国会参議院厚生委員会会議録第３号（昭和25年７月21日）［006］三木行
治公衆衛生局長の発言および、第８回国会参議院厚生委員会会議録第４号（昭和25
年７月25日）［006］原田雪松議員の発言より参照。
(６) 大森伸男「『「狂犬病』撲滅の立役者・原田雪松と狂犬病予防法制定の経緯」日
本獣医師会雑誌第61巻10号（2008年）762-763頁より一部引用。
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なければならず（第６条８項）、その公示期間満了の後一日以内に所有者か
ら何の申し出もなく、その犬が引き取られないときは、政令の定めるとこ
ろにより、予防員は、その犬を処分することができる（第６条９項）とし
ている。その他、通常時の防疫措置として輸出入検疫の義務（第７条）に
関する規定が続いている。
後者の狂犬病発生時の措置については、獣医師および所有者に対して、
狂犬病にかかった犬等、もしくは疑いのある犬等、またはこれらの犬等に
咬まれた犬等が認められた際の届出義務（第８条）・隔離義務（第９条）を
課している。また、都道府県知事には、狂犬病発生の公示及び区域内の犬
の繫留命令義務（第10条）のほか、繫留の命令にもかかわらず繫留されて
いない犬を抑留させることを認め（第18条１項）、さらに狂犬病のまん延の
防止及び撲滅のため緊急の必要がある場合に限り、抑留が著しく困難であ
るときは、区域及び期間を定めて、繫留されていない犬を薬殺させること
ができる（第18条の２）としている。また、予防員は、政令の定めるとこ
ろにより、病性鑑定のため必要があるときは、都道府県知事の許可を受け
て、犬等の死体を解剖し、又は解剖のため狂犬病にかかった犬等を殺すこ
とが許されている（第14条１項）。但し、隔離された犬等は、予防員の許可
なく殺してはならない（第11条）とされ、一方、これにおいて抑留された
犬のその後は、通常措置の抑留と同じ措置がとられる（第18条２項）こと
となる。
なお、当該法は、1954年の
(７)
改正において、都道府県に対して犬の引取り
義務規定をおいた。これは、「予防員は、犬の所有者からその犬の引取り
を求められたときは、これを引き取って処分しなければならない。この場
合において、予防員は、その犬を引き取るべき場所を指定することができ
る」（第５条の２）とするものである。この行政の引取り義務規定は、1973
年に成立する「動物の保護及び管理に関する法律」にその内容が引き継が
(７) ?狂犬病予防法の一部を改正する法律（昭和二九年法律第八○号）」を言う。
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れ、当該法の附則４に基づき、1973年に「狂犬病予防法」の当該第５条の
２は削除されている。
第二節 ?動物の保護及び管理に関する法律」の概要
1973年制定の「動物の保護及び管理に関する法律（法律第百五号 昭四
八・一〇・一）」（以下、「動物保護管理法」と言う）は、「狂犬病予防法」と
ともに、犬・猫等の愛玩動物に関わる数少ない法令として機能したが、
「動物の虐待の防止、動物の適正な取扱い」といった、「狂犬病予防法」と
は趣を異にする目的規定を持つ当該法の成立には、国際的な圧力の影響が
大きかったことが指摘されている。特に、イギリスの大衆紙に日本の「狂
犬病予防法」による犬の捕獲・収容・処分と、実験動物の取扱いが動物虐
待にあたるとして報道され、欧米からの非難が高ま
(８)
った。それまでも、日
本動物愛護協会や日本獣医師会等を中心に「動物虐待防止法」制定に向け
た議論や運動は進められて
(９)
きたが、当時、経済大国となるべく国際的な地
位を意識していた日本にとって、こういった国際世論を積極的に受け入れ
た検討が法制定への契機とな
(10)
った。また一方で、日本における狂犬病の発
(８) 宮田勝重「社会現象としての動物愛護法」法律時報第73巻４号（2001年）30頁
より引用。英国の大衆紙が日本の野犬処理の実態を報じたことにより、日本製品の
不買運動にまで拡大している様子については、朝日新聞東京版1969年４月24日夕刊
10頁を参照。
(９) 宮田「前掲論文」注（８）29頁を参照。
(10) 第71回国会衆議院予算委員会第３分科会会議録第２号（昭和48年３月３日）
［152］大出俊議員の発言「国際的に見まして、どこの国でももうほとんど動物愛護
あるいは管理あるいは虐待防止という形の法律がない国はなくなってきている。
（中略）一つは、飼い主の責任を明らかにさせるという意味の、動物の管理という
面の法律の体系、それからもう一つは、動物実験その他を含む虐待防止という形が
強調されているもの、それからもう一つは、今度は環境庁に鳥獣保護に関する仕事
が行ったんだと思いますが、むしろ自然保護という形の動物愛護という体系などが
ございます。（中略）経済大国などといっている日本でそういう法律が考えられな
いということはもうおかしい時代が来ている、こう私は実は思うわけであります。」
を参照。また、青木人志『日本の動物法』（東京大学出版会、2009年）58-60頁でも
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症が1956年以降見られていないことからも、「動物から人をま
(11)
もる」趣旨
の「狂犬病予防法」とは別に、「人が動物をまもる」ための法体系を模索
することを容易にした社会情勢が見られたと考えられる。
当該法は、前述のとおり、第１条において「動物の虐待の防止、動物の
適正な取扱いその他動物の保護に関する事項を定めて、国民の間に動物を
愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛及び平和の情操の涵養に資すると
ともに、動物の管理に関する事項を定めて動物による人の生命、身体及び
財産に対する侵害を防止すること」を目的として定めている。そのための
基本原則として「何人も、動物をみだりに殺し、傷つけ、又は苦しめるこ
とのないようにするのみでなく、その習性を考慮して適正に取り扱うよう
にしなければならない」（第２条）と命じている。主な内容として、動物
愛護週間を設けること（第３条）、動物の所有者・占有者に対しては、そ
の動物の適正な飼養及び保管に務めること（第４条）、犬又は猫の繁殖制
限に務めること（第９条）、地方公共団体には、動物の健康及び安全を保
持するための飼養及び保管に関する措置と、さらには動物による人の生
命、身体又は財産に対する侵害を防止するため飼養及び保管に関する措置
を講ずる条例（第５条・第６条）を認め、都道府県と政令で定める市には、
所有者および拾得者からの要請に応じた犬及び猫の引取り義務（第７条）
と、公共の場所における負傷動物の収容義務（第８条）を課した。また、
動物を科学上の利用に供する場合の苦痛の軽減に務めること（第11条）と
し、保護
(12)
動物の虐待・遺棄に対する罰則規定（第13条）を設けた。
指摘される。
(11) 青木「前掲論文」注（10）44-46頁では、日本の動物法の体系分類の試みとし
て、動物自体の範疇分けを基礎とした議論から視点を変えて、人と動物の関係とい
う観点から「まもる」と「つかう」という二つの働きかけを想定して提案してお
り、そこでは、「動物保護管理法」は、「人が動物をまもる」法に分類されている
(12) 保護動物とは、牛、馬、豚、めん羊、やぎ、犬、ねこ、いえうさぎ、鶏、いえ
ばと及びあひる、そのほか、人が占有している動物で 哺乳類又は鳥類に属するも
のとされている（当該法第13条２項）。
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第三節 ?動物の愛護及び管理に関する法律」の概要
?動物の愛護及び管理に関する法律」（以下、「動物愛護法」と言う）は、
1999年に「動物保護管理法」を改正して成立
(13)
した。改正の背景として、
1997年におきた神戸連続児童殺傷事件において、犯行前から行われていた
少年の動物虐待と事件の残虐性との関連性が指摘されるところとなり、教
育の現場での動物愛護の重要性が強調されたことがあげられている。しか
し、それ以前から動物愛護団体や日本獣医師会から、動物保護管理法が動
物虐待に関して具体的効果を発揮していないことや動物取扱業者への規制
の必要性が指摘されて
(14)
いた。よって、動物の保護及び管理に関する規定が
所有者または占有者の努力義務規定にとどまっている現行法では動物の十
分な保護及び管理ができなくなってきており、これを抜本的に改善する措
置を講ずることが急務であると
(15)
され、改正に至った。
主な改正点として、第一に動物愛護の強調があげられる。名称を「動物
の管理」から「動物の愛護」に変更し、基本原則においても「動物が命あ
るものであることにかんがみ」、さらには「人と動物の共生に配慮しつつ」
という文言を追加している（第２条）。第二に、動物取扱業に対する規定
を初めて設けたことがあげられる。動物の取扱業（販売、保管、貸出し、
訓練、展示、その他政令で定める取扱いを業として行うこと）を営む者は、都
道府県知事に届け出ることが義務付けられた（
(16)
第８条）。また、その管理
(13) ?動物の保護及び管理に関する法律の一部を改正する法律」（平成十一年十二月
二二日法律第二百二十一号）」と言う。
(14) 宮田「前掲論文」注（８）30-31頁を参照。なお、第129回国会衆議院予算委員
会第１分科会会議録第１号（平成６年６月７日）［96］石和田洋政府委員の発言に
おいても、「動物保護管理法では動物の虐待に対して一応の罰則規定があることは
ございますが、これが適用されたという例はない」ことが明らかにされている。
(15) 第146回国会衆議院内閣委員会会議録第３号（平成11年12月７日）［１］植竹繁
雄議員の発言を抜粋。
(16) 届出が必要な動物取扱業に、産業動物を扱う畜産農家や養鶏業者等、さらには
実験動物を扱う供給施設や実験施設等を含めず、規制の外においた。これに関して
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の方法等に関して、環境省令及び都道府県または指定都市の条例で定めた
基準を遵守しなくてはならない（第11条）とし、基準の遵守が認められな
い場合、勧告及び命令（第23条）に対する権限が都道府県知事に与えられ
た。第三に、罰則の範囲拡大と明確化、処罰の強化が図られた（第27条）。
これまでの「虐待し、又は遺棄した者」という規定を、「みだりに殺し、
又は傷つけた者、みだりに給餌又は給水をやめることにより衰弱させる等
の虐待を行った者、遺棄した者」とし、罰金刑を飛躍的に引上げ、懲役刑
も加
(17)
えた。また、動物取扱業の違反行為に対しても罰金が科されることと
なった（第28～31条）。第四に、行政の体制強化があげられる。これまでの
動物保護審議会を動物愛護審議会（第26条）とし、中央環境審議会の意見
の聴取（第26条）、自治体管轄の協議会の設置（第22条）、動物愛護担当職
員（第17条）、動物愛護推進委員（第21条）の設置を求めている。一方で、
犬及び猫の引取り義務（第35条）と、公共の場所における負傷動物の収容
義務（第36条）に関してはそのまま「動物保護管理法」を引き継いだ。
第四節 ?2005年改正動物愛
(18)
護法」の概要
当該改正法は、「1999年動物愛護法」の附則第９条において規定されて
いる施行後５年を目処とした検討に従って行われた。今回は、1999年改正
時から議論されながら残されていた課題を取り込んだ形での改正となっ
た。
青木人志「新・動物愛護法の成立と『法文化仮説』」一橋論叢第124巻１号（2000
年）26-28頁は、それらに動物福祉の観点から厳しい規制を加えている欧米の立法
例と比較して、法文化論から解釈を試みている。そこでは、産業動物については歴
史的に培われた「文化的感受性」の違いを、実験動物については医学に対する「聖
域」意識の違いを重要視して別論とした日本の法状況が説明されている。
(17) ?動物保護管理法」における三万円以下の罰金又は科料を、「動物愛護法」は虐
待に対して一年以下の懲役又は百万円以下の罰金とし、遺棄に対しては三十万円以
下の罰金とした。
(18) 正確には、「動物の愛護及び管理に関する法律の一部を改正する法律（平成一
七年六月二二日法律第六十八号）」と言う。
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一つは、動物取扱業者の届出制を登録制にして、規制を強化した（第10
条）。これにより無登録の取扱業者の営業は不可能となり、都道府県知事
には登録の拒否・取消し（第12条・第19条）の権限が与えら
(19)
れた。また、
動物取扱業は事業所ごとに動物取扱責任者を選任し、都道府県知事が行う
動物取扱責任者研修を受けさせなければならない（第22条）こととなっ
た。二つ目に、実験動物の福祉向上として、苦痛の軽減に加えて代替法の
活用、使用数の削減が盛り込まれた（第41条）。三つ目に、特定
(20)
動物の飼
養または保管に関する許可制が導入された（第26条）。四つ目に、遺棄に
対して処罰が強化された（第
(21)
44条）。なお、2011年現在、当該法は、５年
ごとの見直しの時期に入っており、改正に向けた検討が行われており、動
物取扱業者の適正化、虐待の防止、多頭飼育の適正化、自治体等の収容施
設、実験動物の福祉、産業動物の福祉等が議論にあがって
(22)
いる。
(19) この拒否及び取消の権限をもって、現在の登録制度は実質的には許可制と同等
レベルの規制であるとする見解もある。「第16回中央環境審議会動物愛護部会 動
物愛護管理のあり方検討小委員会」における資料２「動物取扱業の適正化について
（案）」を参照。
(20) 特定動物とは、くま科全種、ぞう科全種、かみつきがめ科全種、コブラ科全種
といった、人の生命、身体または財産に害を加えるおそれのある動物として政令で
定めた動物を言う。「動物の愛護及び管理に関する法律施行令（昭和50年４月７日
政令第107号、改正：平成12年９月29日政令第437号、平成17年12月28日政令第390
号）」により指定されている。
(21) 三十万円以下の罰金から五十万円以下の罰金とした。
(22) 中央環境審議会動物愛護部会（第25回）配付資料「動物愛護管理法見直しにお
ける主要課題（案）」を参照。
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第二章 行政殺処分の法的正当性の検討
第一節 ?狂犬病予防法」における“抑留による処分”と
“殺処分”の関連
当該法が明確に犬猫の“殺処分”を許しているのは、「狂犬病にかかっ
た犬等、もしくは疑いのある犬等、またはこれらの犬等に咬まれた犬等」
の中で予防員である獣医師が許可した場合（第９条・第11条・第14条１項）
と、狂犬病の蔓延に緊急性があった時に、繫留されていない犬を抑留でき
なかった場合（第18条の２）のみである。すなわち、当該法における“殺
処分”とは、獣医師の中でも特別の権限を有した予防員が明らかに狂犬病
であることを認めた犬等と、繫留されていない犬による狂犬病の蔓延が明
らかな緊急性を持った場合に、その犬等に対してとられる措置である。
一方で、「狂犬病予防法」では、“通常措置としての抑留”が予防措置と
して行われている（第６条・第18条）。当該法における“抑留”と、後述す
る“行政の引取り”は、同じプロセスを辿って“処分”に至る点では同じ
だが、両者の違いは、“抑留”が都道府県知事が指定した捕獲人を使用し
て、その犬を捕獲することができる（第６条２項）点にある。当該法制定
当時の“殺処分”の殆どは、この“通常措置としての抑留”によって捕獲
されて行われていた。但し、法令上は、抑留後、然るべき期間後に所有者
の引取りがない際の措置として“政令の定めるところにより”、“処分”を
認めているだけであって、この“処分”を“殺処分”と定義づけたものは
何もなかった。当該法では、“殺す”という用語を別に使用している（第
９条、第14条、第18条の２）。つまり、“処分”とは、“殺す”こととは別の
意味の解釈が示唆さ
(23)
れる。なお、ここで言う政令とは、「狂犬病予防法施
(23) 第19回国会参議院厚生委員会議録第20号（昭和29年３月29日）［007］齋藤弘吉
参考人の発言でも以下のように指摘されている。「旧来の狂犬病予防法によります
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行令（昭和二十八年八月三十一日政令第二百三十六号、最終改正：平成一二年
六月七日政令第三〇九号）」を指し、その第５条が抑留後の“処分”につい
て規定しているが、そこでも、「予防員は、法第六条第九項（法第十八条第
二項において準用する場合を含む。）の規定によって犬を処分し、又は法第
十四条第一項の規定によって犬若しくは第一条に規定する動物を殺す場合
には、あらかじめ、適当な評価人三人以上にその犬若しくは同条に規定す
る動物を評価させておかなければならない」として、“処分”と“殺す”
を分けて使用している。よって、当該施行令においても、所有者の引き取
りのない犬の抑留後の“処分”を “殺処分”と結びつける規定は見られ
ない。およそ“処分”の意味を明確にしないまま、“殺処分”が行われて
いたと考えら
(24)
れる。
明らかに当該法の“抑留”に関する規定の枠内から“殺処分”を導き出
す法的根拠を見出すことは不可能だが、当該法の制定当時の状況を鑑みる
と、犬の“殺処分”は社会的に許容されていたことが確認できる。1950年
前後は、まさに狂犬病が非常に大きな社会問題となっており、その蔓延を
防ぐことが喫緊の課題であ
(25)
った。その全ての要因が野犬の咬傷事故による
ものであり、また当時の一般的な犬の飼養方法が放し飼いにあったことか
ら、野犬及び半野犬が都市部を中心に溢れていた。さらには、イギリスに
と、殺すことができるということと又違った意味で処分という言葉を使っておりま
すが、それは生きたままで大学とか何とかの実験に供するために犬を売るというよ
うなことを言っておるのじゃないかと思いますが、この処分しなければならないと
いうことの解釈をもっとはっきりきめて頂いたほうがいいのじゃないか、こういう
ふうに考えております。」
(24) 省令として「狂犬病予防法施行規則（昭和25年９月22日 厚生省令第52号、最
終改正：平成13年３月30日 厚生労働省令第80号）」もあるが、これにおいても抑留
後の処分に関する規定はない。
(25) 発生状況は次のとおり。1950年（１～７月）：死亡者数30人、犬の発生数557頭
1953年：死亡者数３人、犬の発生数176頭 1954年：死亡者数１人、犬の発生数98
頭 1955年：死亡者数０人、犬の発生数23頭 1956年：死亡者数０人、犬の発生数
６頭（厚生労働省HP「狂犬病について」より抜粋。http://www.mhlw.go.jp/
bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou10/index.html
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おける狂犬病撲滅の例などから学び、野犬化の防止と畜犬への予防注射が
狂犬病に対する唯一無二の撲滅方法であることが知られており、よって、
その緊急性から、むしろ実際は、“殺処分”を前提に捕獲・抑留業務が行
われていたと言
(26)
える。
その後、狂犬病は1957年以降、ヒト、犬ともに発生例はない。「狂犬病
予防法」施行後７年という短期間のうちに撲滅するに至った。この捕獲・
抑留・殺処分業務の即効性に驚かされるとともに、その後、国内で発症し
た狂犬病例がないことからもその効果と一定の意義は認められると言えよ
う。一方で近年では、捕獲・抑留・殺処分業務への緊急性は薄れているは
ずのものが、今もって変わらない実態がある。表２は、「狂犬病予防法」
に基づく抑留頭数に関するものである。現在、「狂犬病予防法」に基づく
抑留といった場合、かつてのような積極的な捕獲による抑留ではなく、多
くは徘徊犬、つまりは迷い犬の収容を
(27)
指す。狂犬病への脅威が薄れた現
在、殺処分への緊急性に、1950年代ほどの高い要求は認められない。「狂
犬病予防法」上の抑留に基づいて徘徊犬を収容したとしても、狂犬病でな
いことを確認できないほどの緊急性があるわけではないので、狂犬病を発
症していないかどうかを確認すれば良いだけのことである。その時、法に
(26) 第34回国会参議院社会労働委員会会議録第14号（昭和35年03月17日）［29］尾
村偉久政府委員の以下の発言を参照。「この野犬の増加につきましては、これは捕
獲して全部抑留し、さらにみんな殺してしまって有用に使っておるのでございます
が、これを励行することと、それから野犬の発生の原因をよほど指導しなければい
かぬのですが、これはむずかしいのでございます。（中略）大体今全国で推定畜犬
二百五十万頭に対しまして、いろいろサンプル調査で百万野良犬がいる。毎年十万
頭は一年懸命努力いたしまして捕獲してこれを殺しておるわけであります。また、
翌年には戻ってしまう。すなわち大体推定から見ますと、二百五十万頭の犬がおり
ますと、夫婦の成犬から出るものの数から見ますと、六十万頭殺したのでは、また
それが捨てられることを想定いたしますとまた埋まってしまう。ですから、もう
次々と年じゅう捨てられたものをどんどん発見して抑留、撲殺、薬殺、これの励行
以外に手はないのであります。」
(27) 出典：環境省中央環境審議会動物愛護部会における「資料３．犬ねこの引取り
や殺処分等」４頁を参照。
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従うならば、狂犬病でなければ殺すことは許されない。何故ならば、前述
のとおり、当該法の第11条が、たとえ狂犬病の疑いがあって隔離された犬
であっても、予防員の許可なくして殺すことを許しておらず、“殺す”こ
とに対して限定的な規定を設けていることから類推されよう。よって、
“抑留による殺処分”には、法的根拠が見当たらないばかりか、その緊急
性のなさから今や社会的妥当性も認められない。それにも関わらず、以下
のような高い殺処分率が已然、続いている事実についてどのような正当性
が説明できるであろうか。
第二節 “行政の引取りによる処分”と“殺処分”の関連
都道府県に犬の引取り義務を最初に規定したのは、先述のとおり「1954
年改正狂犬病予防法」である。当該改正において引取り義務規定を新たに
加えた趣旨を国会会議録から引用すると、「狂犬病予防法の施行以来狂犬
病の予防に努めました結果、その発生は、逐次減少して参りましたが、な
お、根絶に至らず年々相当数の発生をみる現状でありますので、さらに一
(28) 環境省が公表している2003年以降の新しい統計は、狂犬病予防法に基づく抑留
と、動物愛護法による引取りとを合算しているため、抑留のみを集計している1998
年から2002年の統計を参照した。
表２ 狂犬病予防法に基づく犬の抑留と殺処分
(28)
頭数
抑留 返還 殺処分等 殺処分率
1998年 191，693 17，932 173，761 90．6%
1999年 166，647 16，308 150，339 90．2%
2000年 151，574 15，336 136，238 89．9%
2001年 126，570 15，004 111，566 88．1%
2002年 110，055 16，258 93，797 85．2%
出典：環境省中央環境審議会動物愛護部会における
?資料３．犬ねこの引取りや殺処分等」より
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層狂犬病予防措置の強化に努め、すみやかに日本全土からその根絶をはか
らなければならないと考えられる次第であります。本法律案は、これが対
策の一環といたしまして、次に述べるような改正を行おうとするものであ
ります。第一に、近時いわゆる野犬の激増にかんがみ、関係各方面からの
要望にこたえ、その対策といたしまして狂犬病予防員が犬の所有者からそ
の不用となつた犬の引取りを求められたときは、これを引取って処分しな
ければならないこととし、犬の野犬化防止の一助といたしました点であり
(29)
ます」とある。狂犬病根絶のための予防措置の強化として野犬化を防止す
ることが、行政の引取り義務規定の目的であったことがよくわかる。よっ
て、当該法における“引取りにおける処分”は“抑留による処分”と同様
の効果が期待されており、捕獲・抑留業務を補完するものとして認識され
ていたと言
(30)
える。また、引取り後の“処分”については“抑留”の規定が
(29) 第19回国会衆議院厚生委員会議録第４号（昭和29年２月１日）［002］草葉隆圓
国務大臣発言より抜粋。
(30) 行政の引取り義務規定が狂犬病予防対策にあるとする根拠として、以下の第19
回国会参議院厚生委員会議録第10号（昭和29年２月23日）［006］楠本正康政府委員
の発言も参照。「狂犬というようなものはおおむねこれらの野犬から出ておるので
ありまして、殆んど登録してある犬からは出ておらんのであります。そこで私ども
は狂犬対策の根本方策といたしましては何としてもこれらの野犬を整理することが
極めて大事だろうと存じます。ところが現行法におきましては、この野犬の整理は
専ら生捕りにする捕獲手段だけが限定されております。併しなかなかすばやに犬を
捕獲だけで整理することは極めて困難な現状でございます。（中略）無登録犬はな
ぜ殖えるかと申しますと、これは純然たる野犬というよりも、半ば飼主のある犬が
大部分であります。これはなぜ殖えるかというと、犬は何分にも繁殖力が強い、と
ころが子供が生まれるとどうもかあいらしいから人情も手伝ってこれを殺したり捨
てたりすることもいやだ、そのうちだんだん大きくなつて野郎犬のようなふうにな
ってしまう。こういうような経過でなかなか野犬が殖えて参りますので、そこで私
どもはかような困った犬は保健所或いはその他でこれを引取って処分をしてくれる
ようにすることが先ず第一必要であろう。例えば保健所に電話をかければ犬を取り
に来てくれるとか、或いは持って行けば買上げてくれるというようなことをすれ
ば、みすみす野犬にならずに整理されて行くのではなかろうか、かように考えたの
が一つでございます。」
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準用されていた。このことは、“抑留による殺処分”と同じ議論が可能で
あることを意味する。つまり、当該法の“引取り”に関する規定の枠内か
ら“殺処分”を導き出す法的根拠を見つけ出すことは困難であるが、当該
法の制定当時の状況から、“引取りによる殺処分”も社会的に許容されて
いたと言えよう。そして、同様に、狂犬病への脅威が薄れた現在、“殺処
分”への緊急性も薄まり、それに伴って、“引取りによる殺処分”も社会
的許容性や妥当性を見出すことは難しくなったと言える。
それにも関わらず、何故、この「狂犬病予防法」に基づく犬の引取り義
務規定が、1973年制定の「動物保護管理法」に引き継がれたのか。しか
も、猫までもが対象動物として新たに加えられることになったのか。この
点について、何故か国会での審議がなされていないので、その立法趣旨を
明らかにできないが、いくつかの想定が可能であろう。一つは、それでも
なお狂犬病への備えとして野犬化対策を続けていくべきとしたことが想定
で
(31)
きる。ただ、その理由では、猫を対象動物としたことについての説明が
つかない。もちろん猫も狂犬病に罹患するが、これまで日本で猫からヒト
に狂犬病が伝染した報告はない。猫の場合、犬のような咬傷事故がないか
らとされている。それでもなお、狂犬病予防対策として猫に対する野猫化
の防止が有効であったならば、1950年の「狂犬病予防法」制定当時に既に
検討されてしかるべきであった。狂犬病の撲滅が宣言された1957年から16
年経った「動物保護管理法」において初めて対策がとらえるはずもない。
よって、当該法の引取り義務規定の根拠を狂犬病予防対策に求めることは
(31) 第19回国会衆議院厚生委員会会議録第４号（昭和29年２月１日）［６］杉山元
二郎議員の「お示しの統計表によっても、十八年にはたった一匹ですが、翌十九年
には七百頭以上の数が出ておるのでありまして」という指摘に対して、楠本正康説
明員が「満州から狂犬が一頭入り込みまして、これがまたたく間にかなり広い地域
にまで病毒が蔓延したわけであります。ところがたまたまその当時は、すでに数年
間以上、日本がほとんど無毒地化されておりましたために、狂犬対策に関しまする
職員等もきわめて減少いたしておりました（以下略）」からも、撲滅後も狂犬病予
防対策の継続が必要であることが伺える。
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できないであろう。さらに当該規定は、1999年の「動物愛護法」にも引き
継がれて行くことになる。この行政の引取り義務規定が、表３に見られる
ように実質的に“殺処分”に直結するものとして問題視されながらも廃止
に至らない理由として、青木人志教授は、「動物の保護・管理をまっとう
することができず、かといって動物を自らの責任で安楽死させることもで
きない飼い主の姿が垣間見える。この“だらしなさ”は動物の徹底した保
護・管理が下手な“ごん狐型”文化と無関係ではあるまい。くわえて、欧
米諸国では、動物収容施設をもつ大きな保護団体が、一種の緩衝地帯とな
るのに対し、わが国ではそのような機能を果たす中間団体が存在しないた
め、飼い主はいきおい行政にすがり
(32)
つく」と、法文化論的に説明する。お
そらく当該規定が日本で維持され続ける理由は飼い主側のこういった“態
度”にあり、行政サービスの一環としての必要性からというのが実際のと
ころであろう。
このような所有者側のニーズに応えた行政サービスとしての実質的な必
要性が、当該規定を存続させる理由だとしても、法的な整合性に問題はな
いのだろうか。先述のとおり、「動物保護管理法」の検討・成立は、動物
虐待を問題視したところから始まっており、国際的な対面からも「狂犬病
予防法」とは一線を画した法体系を求めていたはずである。“抑留に基づ
く殺処分”と同様に野犬化対策を目的として、“殺処分”を前提としてい
た引取り義務規定をそのまま引き継いでしまうことは、「動物保護管理法」
の立法趣旨にそぐわないうえに、当該法第２条の基本原則で謳われた「何
人も、動物をみだりに殺し、傷つけ、又は苦しめることのないように」と
いう文言と抵触してしまう。そこで当該法は、この引取り義務を規定した
第７条の４項で「都道府県知事等は、動物の愛護を目的とする公益法人そ
(32) 青木「前掲論文」注（16）30頁から引用。青木教授は、動物を隣人同士と捉え
る日本の伝統的な動物観を「ごん狐型」と称し、一方、西洋的な支配・被支配の動
物観を「創世記型」と称して、その動物観の相違との関係性から動物法に関する
「法文化仮説」を構築されている。
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の他の者に犬及びねこの引取りを委託することができる」とし、“殺処分”
に代わる“処分”の可能性を示した。また、同条の７項で、「内閣総理大
臣は、関係行政機関の長と協議して、第一項の規定により引取りを求めら
れた場合の措置に関し必要な事項を定めることができる」とし、その必要
な事項を定めたものとして「犬及びねこの引取り並びに負傷動物の収容に
関する措置要領」（1975年４月５日内閣総理大臣決定）を提示していた。そ
こでは、「保管動物の処分は、所有者への返還、飼養することを希望する
者又は動物を教育、試験研究若しくは生物学的製剤の製造の用その他の科
学上の利用に供する者への譲渡及び殺処分とする」との記述を設けた。当
該措置要領によって、初めて“処分”は、“返還”、“譲渡”、“実験動物と
しての譲渡”、“殺処分”のいずれかであることが定義づけられた。このこ
とは、“引取りによる処分”と“殺処分”との間に距離をおいたことにな
るが、皮肉にも“殺処分”に改めて法的根拠を与えたとも言え
(33)
よう。
なお、当該法は、都道府県に対して公共の場所における負傷動物または
その死体の収容義務を課している（第８条）。この収容義務自体は当該法
(33) 内閣総理大臣決定に法的拘束力の有無を問う議論はあるが、当該要項について
は、法律の委任があるため、一定の法的効果をもつものと解せよう。
表３ ?動物愛護法」に基づく行政の引取り頭数
犬
引取り
処分（注）
譲 渡
一般 その他
殺処分
一般
譲渡
率
猫
引取り
処分
譲 渡
一般 その他
殺処分
一般
譲渡
率
1998年 169，878 8，984 6，961171，596 5．3% 297，8781，476 1，936295，4530．5%
1999年 145，432 9，512 5，872145，146 6．5% 275，7911，478 1，176274，6700．5%
2000年 129，850 9，913 4，038142，055 7．6 275，8651，824 1，165273，9110．7%
2001年 117，39911，576 2，368124，041 9．7% 273，0682，245 440272，8840．8%
2002年 108，12910，792 1，073112，61610．0% 265，3892，931 142264，9021．1%
出典：環境省中央環境審議会動物愛護部会における「資料３．犬ねこの引取りや殺処分等」
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の目的規定である愛護精神につながるものと解せる。但し、この負傷動物
の収容後の“処分”は、“引取りによる処分”に準じることが規定されて
いる（同条３項）ため、“殺処分”と連結しており、“引取りによる処分”
と同様の議論が可能となってしまう。しかも、「狂犬病予防法」の抑留の
対象に猫は入っていないため、それまでの現行法では猫の捕獲は不可能で
あった。それが、動物愛護を謳う「動物保護管理法」によって、負傷動物
という限定はあっても猫の捕獲が可能となり、新しい飼い主を見出す術も
なく“殺処分”されてしまう結果となった。「負傷動物」という名のもと
に、新たな“駆除”の手法が生み出されてしまったとしたら、“引取りに
よる処分”とは別の法的問題性が存在することになるだろう。
第三節 “処分”と“殺処分”の切り離し
このように行政の引取り義務規定は、1973年「動物保護管理法」を経
て、“殺処分”との連結を形式
(34)
的に弱めたうえで、1999年「動物愛護法」
に取り込まれて行く。「動物保護管理法」における規定と「動物愛護法」
における当該規定に、ほとんど差異はない。しかし、2005年の「改正動物
愛護法」に則して出された2006年告示「犬及びねこの引取り並びに負傷動
物等の収容に関する措置について（平成18年１月20日環境省告示第26号）」
によって、引取り義務規定は、“殺処分”との連結を断つべく、“返還・譲
渡”へと歩み寄って行くことになる。当該告示において引取り措置は、
(34) ?形式的に」とした理由は、実態として引取り→殺処分の流れに変わりはない
ことと、「動物保護管理法」所管の総理府と「動物愛護法」所管の環境省がそれぞ
れ出している「動物の殺処分方法に関する指針」（平成７年７月４日総理府告示第
40号、改正 平成12年12月１日環境省告示第59号）において“処分”の定義を「処
分動物を致死させることをいう」としている点からも、“引取りによる処分”が
“殺処分”であったことが裏付けられる。なお、当該告示は、第66回国会衆議院環
境委員会会議録５号（平成19年４月10日）の松野頼久議員により指摘され、平成19
年11月12日環境省告示第105号によって「処分 処分動物を致死させることをいう。」
を「殺処分 殺処分動物を致死させることをいう。」に改正されている。
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「緊急避難」として位置付けられ、「今後の終生飼養、みだりな繁殖の防止
等の所有者又は占有者の責任の徹底につれて減少していくべきものである
との観点に立って、引取りを行うように努めること」とされた。この基本
的な指針のもとで、新たに都道府県知事等は、「施設に保管する犬、ねこ
等の動物（以下「保管動物」という。）のうち、所有者がいると推測される
ものについては公報、インターネット等による情報の提供等により、ま
た、標識番号等の明らかなものについては登録団体等への照会等により、
当該保管動物の所有者の発見に努めること。所有者がいないと推測される
保管動物、所有者から引取りを求められた保管動物及び所有者の発見がで
きない保管動物について、家庭動物又は展示動物としての適性を評価し、
適性があると認められるものについては、その飼養を希望する者を募集す
る等により、できるだけ生存の機会を与えるように努めること」が求めら
れるようになった。
この環境省告示を受けて、厚生労働省も各都道府県、政令市、特別区に
宛て、「狂犬病予防法に基づく抑留業務等について」（健感発第0501001号
平成19年５月１日厚生労働省健康局結核感染症課長）という通達を出してい
る。そこでは、「生後90日以内の犬にあっては狂犬病予防法第６条の抑留
の対象とならないこと」、「第６条第８項に基づく市町村長による公示期間
については、当該犬の所有権の確保を目的として定めたものであり、動物
愛護管理の観点から自治体の判断により、この期間を超えて所有者への返
還のための周知を図り、当該犬の処分までの期間を延長することを妨げる
ものではないこと」、「第６条第９項に基づく抑留犬の処分の方法は殺処分
に限るものではなく、動物愛護管理の観点から自治体の判断により、処分
の一方法として、家庭動物または展示動物としての適性があるものについ
て、生存の機会を与えるために飼養を延長することを否定するものではな
いこと」 が示された。
これらは、運用指針として一定の役割を果たし得ると思われるが、一方
で告示・通達であるが故に、厳密な法的効果を期待できるわけではない。
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“抑留による処分”及び“引取りによる処分”と“殺処分”との強い連結
が切り離されるかどうかは、各自治体の運用と各担当者の意識次第であ
り、そして何よりも動物愛護団体やボランティアの方々の身を削った貢献
に依っているということになろう。
果たして、この切り離しを法によって行うことは可能であろうか。「動
物愛護法」は2012年に向けて改正作業に入っている。例えば、ここにおい
て、“引取りによる処分”と“負傷動物の収容による処分”の方法として
“殺処分”を選択することを禁じ、“返還もしくは譲渡のみとする”という
規定をおくことは可能であろうか。単純に法理論だけで議論を展開すると
すれば、全く逸脱したものとは言えないだろう。当該法の目的は、「動物
の虐待の防止、動物の適正な取扱いその他動物の愛護に関する事項を定め
て国民の間に動物を愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛及び平和の情
操の涵養に資する」とともに、「動物の管理に関する事項を定めて動物に
よる人の生命、身体及び財産に対する侵害を防止すること」である（第１
条）。後段だけを捉えれば、“殺処分”の根拠と解することも可能である
が、当該規定は、単独で存在するわけではない。前段の愛護精神に関わる
規定があって、それとともに後段がある。よって、基本原則たる第２条の
「人と動物の共生に配慮しつつ、その習性を考慮して適正に取り扱うよう
に」、「動物の管理に関する事項を定め」なくてはならないと解するべきで
ある。そのような「動物の管理に関する事項」が“殺処分”であろうはず
がない。“引取りによる処分”と“負傷動物の収容による処分”の方法と
して“殺処分”を選択することは、そもそもが矛盾である。この点を重く
見るのであれば、本来は法において禁ずることが妥当であろう。
一方で、「狂犬病予防法」における“抑留による処分”と“殺処分”を
切り離す点についてはどうであろうか。おそらく“処分”の方法の一つと
して“殺処分”を選択することは、当該法の目的から外れることではない
だろう。当該法は、「狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止し、及び
これを撲滅することにより、公衆衛生の向上及び公共の福祉の増進を図る
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こと」にある（第１条）。そのために最も有効な手段を用いるべきであっ
て、それが“殺処分”であるならば、その選択は正当化される。狂犬病は
撲滅されたからと言って、予断を許さない伝染病である。実際のところ近
年、東南アジアからの子犬の輸入急増に伴い、2010年に「犬や猫の輸入検
疫制度」が見直され対策がとられている。また、外国船籍等からの不法上
陸動物による狂犬病侵入も懸念されている。「狂犬病予防法」は今もって
その意義を失なっていないのである。従って、“処分”の選択に関して、
法によって?殺処分”を排除することはできない。?処分”と?殺処分”
をできる限り切り離すためには、運用指針によって、狂犬病の国内発症が
確認されていない通常時における“処分”に関して、“殺処分”以外の選
択を行うよう指示した現行の通達が妥当であると言えよう。
第四節 猶予期間の問題性
“殺処分”における法的な問題として、さらに検討しておくべき点に
“処分”までの猶予期間がある。猶予期間の終了は、まさに保管動物の命
の完了であると同時に、迷い犬や迷い猫を探す飼い主にとっては、大きな
悲しみと悔恨の始まりを意味する。保管動物のみならず、飼い主にとって
も同様に重要な意味を持つ時間である。
?狂犬病予防法」では、先述のとおり二日の公示期間満了後、一日以内
に所有者から何の申し出もなく、その犬が引き取られないときは処分を可
能としている（第６条９項）。よって、「狂犬病予防法」に基づいて捕獲・
抑留した犬の命の猶予期間は最低３日である。一方、「動物愛護法」では、
猶予期間及び公示期間の日数に関する規定はない。動物愛護行政は自治事
務であるため、この猶予期間の設定も各自治体に委ねられている。表４
は、民間の愛護団体が、公示期間を含めた猶予期間について、動物愛護セ
ンターなどの引取り業務を行う行政施設を有する都道府県、政令指定都
市、中核都市、政令市112自治体に対してアンケート調査を行い、それを
まとめたものである（「THEペット法塾」調査より）。
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最も多いのが４～７日であるが、犬も猫も平均４日ないし５日しかな
い。猫よりも犬が多少、長いのは、「狂犬病予防法」が犬に対して規定し
ている最低３日の基準を保管犬の全てに対して準用している自治体が多い
ことと、一方、猫にはこの基準を準用せずに、３日以内の殺処分を実施し
ている自治体が存在することが起因している。
ここでの論点は、所有権が、所有者から行政に移転している保管動物
と、所有者が不明で、行政に所有権が移転したとは言い難い保管動物とに
対して、行政が同等に処分権を行使できるのかという点である。特に、法
による猶予期間の定めのない「動物愛護法」の引取りに関して問題にな
る。当該法第35条の所有者の求めに応じた引取りは前者にあたり、同条２
項の拾得者の求めに応じた引取りは後者にあたる。かつてこの後者に対し
て、「犬及びねこの引取り並びに負傷動物等の収容に関する措置要領（昭
和50年４月５日内閣総理大臣決定）」の第１の２は、次のように指示をして
いた。「引取りを求められた犬又はねこが明らかに「遺失物法（明治32年
法律第87号）」第12条に規定する逸走の家畜に当たると認められる場合に
は、拾得場所を管轄する警察署長に差し出すように当該犬又はねこの引取
表４ ?動物愛護管理法」に基づく引取りによって処分するまでの
最低猶予期間
犬 猫
合計（有効回答数) 104 100．0% 102 100．0%
０日間 ０ 0．0% ８ 7．8%
１日間 １ 1．0% ７ 6．9%
２日間 ０ 0．0% ４ 3．9%
３日間 23 22．1% 22 21．6%
４～７日間 68 65．4% 54 52．9%
８～14日間 12 11．5% ７ 6．9%
平均（日間） 5．6 4．5
出典：ペット法塾（2010年１月)
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りを求めた者に教示する
(35)
こと」とされていた。
これまで“遺失物”は、旧「遺失物法」第１条
(36)
２項によって、差出を受
けた警察署長が、差出を受けた日から起算して十四日間、当該警察署の掲
示場に掲示して行わなければな
(37)
らず、この公告期間を過ぎても所有者が現
れない場合は、民法
(38)
240条に従い、公告後６ヶ月後に拾得者がその所有権
を取得することになっていた。上記措置要項にある「遺失物法」12条と
は、旧「遺失物法」の「逸走ノ家畜ニ関シテハ本法及民法第二百四十条ノ
規定ヲ準用ス」という規定を指す。これをもって、所有者の判明しない犬
や猫が拾われた場合、警察署に“遺失物”として届けられると、最低14日
間＋６ヶ月間の猶予が与えられていた。この旧「遺失物法」が2007年に改
正
(39)
され、「動物愛護法」の第35条２項に規定する犬や猫に該当する物件に
ついて、その拾得者は、拾得した犬又は猫を警察署長に提出する義務を負
わなくなった（第４条３項）。つまり、これにより、所有者の判明しない犬
や猫が拾われた場合、「動物愛護法」に基づく“引取りによる処分”のみ
に服することとなり、これまでの最低14日間＋６ヶ月間の猶予期間が、平
均４日ないし５日と、極端に短縮されてしまうことになった。このように
甚大な影響を及ぼす当該「遺失物法」改正の趣旨について、国会では次の
ように説明されている。「警察署では動物の飼養や保管に関して専門的な
(35) ?犬及びねこの引取り並びに負傷動物等の収容に関する措置について（平成18
年１月20日環境省告示第26号）」の第１の３においても、そのままの文言で引き継
がれているが、当該措置要領についても、「動物愛護法」の改正作業と併せて検討
が行われている。
(36) 旧「遺失物法」（最終改正年月日：平成一一年一二月二二日法律第一六〇号）
を指す。
(37) 旧「遺失物法施行令」（昭和三十三年六月十日政令第百七十二号 最終改正年
月日：平成一二年六月七日政令第三〇三号）の第二条による。
(38) 民法附則改正第３条（平成一八年六月一五日法律第七三号）以前の規定によ
る。当該改正により、拾得者は遺失物に対して所有権を遺失物法で定めた公告期間
後３ヶ月で取得できるようになった。
(39) 全面改正となり、「遺失物法（平成十八年六月十五日法律第七十三号）」となっ
た。
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知識を有する職員がいないこと、あるいは専門の施設を有していないとい
うようなことから、むしろ都道府県等において、こうした犬や猫を取り扱
うこととした方が動物の愛護の観点から見て適正であると考えたことに
(40)
よる」としている。「遺失物法」改正前と改正後を比較するうえで重要な
調査報告がある（前掲の民間団体「Theペット法塾」によるアンケート調査報
告より）。以下の表５と表６を参照されたい。
上の二つの表は、兵庫県において、旧「遺失物法」改正前に、兵庫県警
察署が遺失物として14日＋６ヶ月保管してきた迷い犬・迷い猫の動向と、
同法改正後に、兵庫県警察署に持ち込まれた迷い犬・迷い猫が、１日程度
(40) 第64回国会衆議院内閣委員会会議録第11号（平成18年５月31日）［019］竹花豊
政府参考人の発言より抜粋。
表５ ?遺失物法」改正前の返還率（迷子の犬猫が警察で保管され、飼い主に
返還される割合）
犬
拾得受
理件数
動物愛護センター
へ引き継ぎ件数
猫
拾得受
理件数
動物愛護センター
へ引き継ぎ件数
返還数 返還率
2003年 839 141 53 25 698 83．2%
警
察
2004年 1，402 176 53 18 1，226 87．4%
2005年 1，713 209 91 35 1，504 82．8%
表６ ?遺失物法」改正後、警察署から行政機関に引き継がれた迷子の
犬猫の返還数・殺処分数
（※集計期間…平成19年12月10日～21年３月31日)
引取り数 返還数 殺処分数 返還率 殺処分率 公示 保管
犬 178 22 156 12．4% 87．6% ２日間 ４日間
兵
庫
県
猫 118 ０ 117 0．0% 99．2% ２日間 ４日間
計 296 22 273 7．4% 92．2% - -
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で動物愛護センターへ引き継がれ、２日＋４日保管された後の動向を示し
たものである。前者の返還率が軒並み80％以上であるのに対し、後者の返
還率は犬が12．4％しかなく、猫に至っては０％である。「動物の愛護の観
点から見て適正」とされて改正された「遺失物法」の結果が、“動物愛護”
とはかけ離れたものとなってしまっている。
但し、「遺失物法」それ自体は、遺失物の拾得、返還に係わる手続きを
定めたものであるので、問題は「遺失物法」にあるのではなく、やはり、
旧「遺失物法」よりも遥かに“動物愛護”を発揮できない「動物愛護法」
にあるだろう。立法趣旨に沿わない法の現実と向かい合い、速やかに当該
法自らによって猶予期間の基準を示すべきである。もしそれがなされない
のであれば、当該法35条２項における“引取りによる処分”が“殺処分”
に至る点において、かつては“逸走の家畜”の所有権として保障されてい
た迷い犬・迷い猫の飼い主の所有権に対する重大な侵害と捉えて是正を迫
ることも法理論上は可能であろう。もしくは、民法195条の「動物の占有
による権利の取得」を用いて、家畜以外の動物が飼主の占有から離れてか
ら１ヶ月を待たずして、まるで行政が占有権を取得したかのごとく“処
分”を行うことの是非について問うこともできるだろう。
また一方で、この問題は、犬・猫が「遺失物法」における“物件”とは
違う“物件”であるとされたことをどう捉えるかという議論にも発展しよ
う。つまり、「人・物二元論」に基づいて動物を“物”とみなすことを当
然とする法的世界に対して、「動物法」に関わる議論は、動物を単なる財
産権の客体として捉えるのではなく、何らかの“権利の主体”たらしめる
法理論が組み立てられるかどうかという、果敢で、時に無謀ともとれる法
律論への挑戦を含む議論なので
(41)
ある。この「改正遺失物法」において、も
し犬・猫が一般の“物件”ではないならば、何なのか。「動物法」の最も
深い本質的な議論への素材を提供してくれるのかどうなのか。この問題に
(41) 青木人志『日本の動物法』東京大学出版会（2009年）209-225頁は、動物を法
人として理論構成し、動物法の新たな地平・未来を描いてくれている。
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ついては、次稿で検討したい。
さて、“猶予期間”の議論に戻ることとして、法律論において所有権が
どの法的主体のもとにあるかどうかに関わらず、すべての保管動物にとっ
てこの猶予期間の短さは、平等に生存の機会を大きく奪うものである。分
け隔てることなく、出来る限りの猶予を提供するべきである。そもそも、
「狂犬病予防法」における最低３日の基準とは、何を根拠にした日数なの
であろうか。実は、この規定は、1954年の「改正狂犬病予防法」において
変更されたものである。それまでの1950年「狂犬病予防法」においては、
「二日の公示期間満了後、三日以内」の最低５日間が猶予期間であった。
これを1954年の改正で、公示後「三日以内」を「一日以内」に変更して、
現在の最低３日の猶予期間とされた。国会の改正審議において、この変更
についての明解な根拠は見られない。唯一、齋藤弘吉参考人が、以下のよ
うに指摘しているのみである。「現在までの東京都の統計を見てみますと、
大体捕まった犬を受取りに来ますのが三日以内だそうでございます。三日
以内と申しますのは、持主のわかっている犬は内容証明便で持主に通知い
たしますし、捕まっても持主のわからない犬は区役所で二日間繫留いたし
ますので、抑留の三日と併せて五日間であります。五日間のうち、三日以
内に大体受取りに来るから、あとの二日を除いてもいいじゃないかという
ことから一日以内に改めたのでございましようが、（以
(42)
下、略）」という発
言から判断するしかないが、公示期間合わせて最低３日間の根拠は、“飼
い主が受け取りに来るだいたいの日数”ということだったようである。本
章第２節の検討の繰り返しになるが、現在は1950年代当時のような、捕獲
犬に対して狂犬病でないことを確認できないほどの緊急性があるわけでは
ない。真に「狂犬病予防法」の趣旨に沿うのであれば、狂犬病の発症がな
いことを確認できる期間を最低の猶予期間とするべきである。その期間
は、当該法第７条の「輸出入検疫」の規定に従い、「犬等の輸入検疫制度」
(42) 第19回国会参議院厚生委員会議録第20号（昭和29年３月29日）［007］齋藤弘吉
参考人の発言より抜粋。
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の待機
(43)
日数を参照して本来は180日間とするべきであろう。これによって
「狂犬病予防法」が一つの基準を提供できれば、犬・猫を問わず、「動物愛
護法」における自治体の猶予期間の基準へも大きなインパクトを与えるこ
とができるはずである。
第五節 “行政殺処分”の問題性と“法”の位置
さて前節までの検討のとおり、もし仮に、「動物愛護法」において“殺
処分”を禁じた場合、またはその代替案として新たに充分な猶予期間の基
準を規定した場合、法理論どうりの効果、または実効性が獲得できるもの
であるのか。残念ながら、別に新たな課題が生まれてくることになると言
わざるを得ない。つまり、“殺処分”を行わない場合、“返還・譲渡”を徹
底させ、それを適正に行うことが重要な行政の責務となるわけだが、その
実現のためには、保管動物のための保管施設の確保・飼養管理、所有者・
飼養希望者の発見、譲渡の場合の飼養者の選定・指導などが必要となり、
そのための予算・人材の確保が不
(44)
可欠となる。これについて、地域内の政
治と行政構造の実態を把握したうえで法制度設計の必要性を説く打越綾子
教授によれば、各自治体ともに逼迫した財政状況にあり、人間の生活に直
接的に資する生活分野ではない動物愛護管理分野への予算拡張・人員拡充
に対して社会的合意は得られないとし、「もし仮にそれらの確保が可能で
あったとしても、手厚い保護や助成を行政が正面切って保証することは、
逆に無責任な飼い主の増加を助長する可能性もあり」、「そうした主張は、
動物愛護への反発を惹起することにもつながりかねない。いかなる政策分
野といえども、地域社会の世論や予算のバランスを逸脱した対応を期待す
ることはできず、それを逸脱する場合には何らかの副作用が発生すること
に
(45)
なる」と指摘する。
(43) 狂犬病抗体が検出できるまでの期間を指す。
(44) 環境省発行『譲渡支援のためのガイドライン』（平成18年３月）３頁を参照。
(45) 打越綾子「自治体における動物愛護管理政策の構造と過程（東京都ハルスプラ
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たしかに、青木教授の指摘にもあるような「動物の保護・管理をまっと
うすることができず、かといって動物を自らの責任で安楽死させることも
できない“だらしのない”飼
(46)
い主」のニーズに合わせて、どんどん増えて
いく保管動物の数に追いつけない自治体の譲渡体制と膨れ上がる経費。そ
の結果、「引取り待ち」のような状況が生まれ、待ちきれない“だらしの
ない”飼い主によって犬猫たちは山に放たれ、そして野犬化する。そうな
ると、「狂犬病予防法」の出番であって、捕獲・抑留が始まる。捕獲・抑
留するのも同じ自治体の業務である。「引取り待ち」の保管施設に、捕獲
動物を抑留し続けることもできず、「狂犬病予防法」の“抑留による処分”
の方法として緊急性を担保に“殺処分”を選択することになる。曲解であ
ってほしいところだが、このようことが容易に想像できてしまう。結局、
「動物愛護法」において折角、“殺処分”を禁じても、行政の体制や譲渡先
の手当て、飼い主のモラルの質等によっては、犬・猫たちに回り道をさせ
ただけで、「狂犬病予防法」の“殺処分”を受け皿に使われてしまうこと
になるのかもしれない。法を用いて“殺処分”を単に禁じるだけで、“殺
処分”の問題を解決できるわけではないのである。つまり、行政殺処分を
根本的に減じさせるためには、自治体の動物愛護センターにおける“引取
り→殺処分”というような“川下”において法がいくらダムを作っても、
川上にあるペット市場において需給量が大きいままであれば、“市場→引
取り”という上流域での流れが大河となり、結局川下は氾濫し、ついには
ダムも決壊してしまうということだろう。
ンを事例にして）」成城法学73号（2005年）44、46頁を引用。
(46) 青木「前掲論文」注（16）30頁から引用。
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第３章 残された課題
第一節 まとめ
以上、犬・猫の“行政殺処分”に焦点を当てて、その法的正当性を検討
してみたが、その立法趣旨から“殺処分”の選択を排除できないのは、
「狂犬病予防法」に基づく“抑留による処分”についてのみであるという
結論を得た。しかも、それは、狂犬病蔓延の緊急性に限定して正当化しう
るものであって、通常措置としての“殺処分”は正当化しえないものであ
った。一方、現在、通用されているその他の“処分”つまり、「動物愛護
法」に基づく“引取りによる処分”と、同じく「動物愛護法」に基づく
“負傷動物の収容による処分”については、いずれも“殺処分”の選択を
正当化できる法的根拠は発見できなかった。また、現在の“殺処分”まで
の猶予期間についても、やはり正当化しうる法的根拠を見出せなかった。
これらの矛盾を解消するためには、「動物愛護法」において、“殺処分”と
いう選択を禁じること、もしそれが不可能ならば、充分な猶予期間の最低
基準を示すことによって、“返還・譲渡”という“処分”を徹底させるこ
とが必要であった。
但し、その実現のためには、相応の予算拡張・人員拡充といった行政の
体制づくりや、地域社会の世論やモラルなどによって実効性を裏付けなけ
れば、いくら法を用いて行政に“殺処分”を禁じたところで、野犬化・野
猫化といった副作用を生み出しかねず、その結果、“殺処分”に対して社
会的妥当性を与えかねないことになる。つまり、行政殺処分を根本的に減
じさせるために法が果たすべき場所は、自治体が行う“殺処分”という
“川下”においてだけではなく、遥か川上の水源地域、つまりはペットと
いう名の犬・猫を対象とした需要と供給が織りなす“市場”においてとい
うことになろう。
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第二節 残された課題
動物たちを取り巻く悲劇をできる限り取り除くためには、動物取扱業者
への規制強化が必要であるという考え方は、動物保護に何らかの形で係る
人々、そして、とりわけコンパニオンアニマルにシンパシーを感じる人々
の中では、既に共通認識となっている。現在、進行中の「動物愛護法」の
改正作業においても、「動物取扱業の適正化」は重要な改正骨子の一つと
して、さらなる検討が進められて
(47)
いる。これはまさに“川上”ともいうべ
きペット市場において、適正な生産方法・取引方法およびそこでの適正な
飼養管理に関するルールをどのように作っていくのかという議論である。
筆者もこの議論そのものの価値に共感する者の一人である。しかし、さら
に一歩、先に踏み込んだ議論の必要をも感じている。
つまり、この「動物取扱業の適正化」の議論が求めているのは、生産と
取引、そして商品管理に関するルールを業界団体・取扱業者に課して、適
正な品質を保証して消費者との契約の安定性を図ることである。もちろ
ん、「動物たちの生命・健康を守るために」という趣旨がここに着くこと
が重要なのであって、他の消費財と同等の規制のあり方を求めた議論では
ないことは了解している。しかし、本当に求めていくべきは、生産・取
引・管理の適正化以上に、需給バランスの適正化、つまり供給量への規制
であろう。かたや、日本の産業界は優秀なのである。あらゆる規制を受け
入れ、その枠の範囲で最大限の努力を惜しまず、高品質、効率性、生産力
を獲得してきた。おそらくペット業界も同じである。規制を受け入れなが
(47) 関係者からのヒヤリングやパブリックコメント等を参考にしながら「中央環境
審議会動物愛護部会 動物愛護管理のあり方検討小委員会」が「動物愛護法改正案
骨子」の一つとして「動物取扱業の適正化について（案）」を2011年７月20日に発
表している。主な内容は、午後８時以降の展示を禁止、インターネット販売への現
物確認、対面での説明と販売を義務づけ、移動販売の業者に感染症対策と個体識別
による追跡の徹底、オークション、老犬・老猫ホームを規制対象に追加、生後一定
期間の販売禁止などである。
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ら高品質だけではなく、これまで以上の効率性、生産力をいずれ手に入れ
て、消費者ニーズに応えた魅力的な商品、すなわち血統書付きの犬や猫を
品数豊富に取り揃えて消費者に提供してくれるだろう。
しかし、おそらく現場で、ひとつでも多くの命を救おうと日々奮闘され
ている各動物愛護団体やボランティアの方々が求めているのは、こういっ
た現れ方ではないであろう。“川下”に不要とされた命が流れて来ないこ
と、もし流れついても、いつでも迎える余裕のある?里”があること。そ
ういった現れ方ではないかと考える。つまり、市場において人為的に供給
調整を行い、総需要が総供給を上回る状態をつくることによって、動物の
命の価値を上昇させること。また、その結果として、常に消費者を品薄状
態に置き、市場以外からの供給がそれに応えられるよう促すこと、すなわ
ち保管動物となってしまった犬・猫たちが、犬猫を欲している消費者に引
き取られる機会が数多くあることである。求められるのは以上のようなこ
とであろう。まさに供給ショックによるスタグフレーションそのものであ
り、ペット産業における景気後退を与件とするものでもある。
人為的な供給調整の手法として有効なのは、量を規制する生産調整、あ
るいは参入規制ということになるだろう。量の規制については、多頭飼養
規制等が検討されている。一方、参入規制については、取扱業者への許可
制の導入が最初にとられるべき手段であろう。但し、取扱業の中でも必要
な規制の強弱が違うことを考慮し、特に生産業者に対して最も強い許可条
件を課すことが必要になるだろう。この許可制導入について、本稿注
（19）に付したように、環境省は、現在の登録制度に対して実質的に許可
制と同等レベルの規制であるという見解を示している。そのため、今回の
改正では、許可制の検討は見送り、適性化の具体策の内容について検討を
深めるとした。また、「許可制導入のためには、規制行政の現場となる自
治体の監視体制を前提とし、それを用意できない実態を看過し、または初
めからザル法になることを想定して、法律の条文を改正することできな
い」とする
(48)
指摘や、「ペットと人間の共生を目指したペット法整備が急務
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ではあるが、未だペットに公共性が存在されていない日本では時間が必要
である。とはいえ、現状のままでは不幸なペットが増えるばかりであると
し、取扱業者の自主規制を柱とした政策提言を提示する」
(49)
論者もいる。現
実的で説得力のある指摘である。おそらく、今回の法改正において許可制
導入の検討は時期尚早なのかもしれない。
確かに、法令で一般的に禁止されている行為について、特定の場合に限
ってその禁止を解除する“許可”という強い参入規制を導入するために超
えなくてはならないハードルは多い。一つは取引業者に対する“営業の自
由”への侵害をどのように超えるのかという点。その根拠となりうる“公
共の福祉”と動物との関係をどのように求めるのか。または、“契約の自
由”の制限をどうやって正当化するのか。動物は一般的な消費財と同等な
のか。保護されるべきは愛玩動物に限られたものなのか。以上のような論
点について精緻に議論していくことが必要となる。中には、理論化は不可
能と思われそうな論点もある。だがしかし、殺処分から犬・猫の命を実際
に救い出しているのは、動物愛護団体、ボランティア、動物愛護行政の担
当者、獣医師、そういった人々の苦悩に満ちた日々の活動によってであ
る。だからこそ、困難な議論であっても法学の分野でできること、法学の
分野でしかできないことから、法学に携わる者は逃げることをせず、今後
も続けられる「動物愛護法」の改正作業に向けて、議論を深めていく必要
があると考えるのである。
(48) 打越「前掲論文」注（43）43-44頁を参照。
(49) 福岡今日一「わが国におけるペット生体取引の現状と課題」同志社政策科学研
究第３巻１号（2002）199頁を参照。
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